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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ケース本体部材と、一端側に設けられたヒンジ機構を用いて前記ケース本体部材に揺動
開閉可能に取り付けられたケース蓋部材と、他端側に設けられた不正開放防止機構とを備
え、前記ケース本体部材に対し前記ケース蓋部材が閉じて形成されるケース内部に遊技機
に搭載された電子部品を制御する制御基板を収容し、前記不正開放防止機構を用いて前記
ケース蓋部材が前記ケース本体部材に対して閉じた状態を保持するように構成された基板
ケースにおいて、
　前記ケース蓋部材の側部に前記制御基板と接続されたコネクタを外部露出させる逃げ部
が形成され、
　前記不正開放防止機構は、前記ケース本体部材に連結して設けられ、前記ケース蓋部材
が前記ケース本体部材に対して閉じたときに前記ケース蓋部材に対向する側の一端が開口
した本体側係合空間が形成された複数の本体側係合部と、
　前記ケース蓋部材に連結して設けられ、前記ケース蓋部材が前記ケース本体部材に対し
て閉じたときに前記ケース本体部材に対向する側の一端が開口した蓋側係合空間が形成さ
れるとともに、前記ケース蓋部材が前記ケース本体部材に対して閉じたときに前記複数の
本体側係合部とそれぞれ対向して重なるように形成された複数の蓋側係合部と、
　前記本体側係合部と前記蓋側係合部とが対向して重なったときに、前記本体側係合空間
と前記蓋側係合空間とが繋がって形成される係合空間内に配設される複数の接続部材とを
備え、
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　前記本体側係合部は、前記ケース本体部材に一体に設けられて前記蓋側係合部と連結さ
れる側の一端が開口した本体側収容空間が形成される本体側収容部と、前記本体側収容空
間内に固設されて前記本体側係合空間が形成される本体側係合補助部材とから構成され、
　前記本体側係合補助部材は、前記接続部材の一端側に形成された本体側係合突起と係合
可能な本体側穴部を有し、前記本体側係合補助部材が前記本体側収容空間内に固設される
と前記本体側穴部の外側が塞がれて、前記本体側係合補助部材の内面側に前記本体側係合
突起と係合可能な本体側凹部が形成されるように構成され、
　前記蓋側係合部は、前記ケース蓋部材に一体に設けられて前記本体側係合部と連結され
る側の一端が開口した蓋側収容空間が形成される蓋側収容部と、前記蓋側収容空間内に固
設されて前記蓋側係合空間が形成される蓋側係合補助部材とから構成され、
　前記蓋側係合補助部材は、前記接続部材の他端側に形成された蓋側係合突起と係合可能
な蓋側穴部を有し、前記蓋側係合補助部材が前記蓋側収容空間内に固設されると前記蓋側
穴部の外側が塞がれて、前記蓋側係合補助部材の内面側に前記蓋側係合突起と係合可能な
蓋側凹部が形成されるように構成され、
　前記接続部材は、前記係合空間内に前記接続部材の一端側が前記本体側係合部を向くロ
ック方向および、前記ロック方向とは逆に前記接続部材の他端側が前記本体側係合部を向
くアンロック方向を向いて配設可能であり、
　前記本体側係合部と前記蓋側係合部とが対向して重なって形成された前記係合空間内に
前記接続部材が前記ロック方向を向いて配設された状態であるときには、前記接続部材の
前記一端側が前記本体側係合空間内に収容されて前記本体側係合突起が前記本体側凹部と
係合することにより前記本体側係合補助部材を介して前記本体側係合部と係合するととも
に、前記接続部材の前記他端側が前記蓋側係合空間内に収容されて前記蓋側係合突起が前
記蓋側凹部と係合することにより前記蓋側係合補助部材を介して前記蓋側係合部と係合し
、前記接続部材により前記本体側係合部を前記蓋側係合部に繋げて前記ケース蓋部材が前
記ケース本体部材に対して閉じた状態を保持し、
　前記本体側係合部と前記蓋側係合部とが対向して重なって形成された前記係合空間内に
前記接続部材が前記アンロック方向を向いて配設された状態であるときには、前記接続部
材の前記他端側が前記本体側係合部に対し非係合状態で前記本体側係合空間内に収容され
るとともに、前記接続部材の前記一端側が前記蓋側係合部に対し非係合状態で前記蓋側係
合空間内に収容されるように構成されており、
　前記接続部材の少なくとも一つを前記係合空間内に前記ロック方向を向くように配設し
て前記接続部材により前記本体側係合部と前記蓋側係合部とを繋ぐことで前記ケース蓋部
材が前記ケース本体部材に対して閉じた状態を保持し、前記接続部材により繋がれた前記
本体側係合部および前記蓋側係合部の少なくともいずれかにおける前記ケース本体部材も
しくは前記ケース蓋部材との連結部を切断することで、前記コネクタが前記制御基板と接
続されたまま前記ケース蓋部材を前記ケース本体部材に対して揺動開放させることができ
るように構成され、
　前記接続部材に、前記接続部材が前記ロック方向および前記アンロック方向のいずれを
向いて配設されるかを目視識別可能な方向識別手段が設けられていることを特徴とする基
板ケース。
【請求項２】
　前記本体側係合空間が前記蓋側係合部と連結される側に開口するようにして前記本体側
係合補助部材が前記本体側収容空間内に収容されて溶着もしくは接着により前記本体側係
合部に固設され、
　前記蓋側係合空間が前記本体側係合部と連結される側に開口するようにして前記蓋側係
合補助部材が前記蓋側収容空間内に収容されて溶着もしくは接着により前記蓋側係合部に
固設されていることを特徴とする請求項１に記載の基板ケース。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、パチンコ機やスロットマシン等の遊技機において遊技機の作動を制御する制
御基板等を収容する基板ケースに関し、さらに詳しくは、制御基板等を収容した状態の基
板ケースを不正に開放できなくして制御基板等に対する不正行為を防止する基板ケースの
不正開放防止機構に関する。
【背景技術】
【０００２】
　パチンコ機やスロットマシン等の遊技機では遊技機の作動を制御する制御基板が設けら
れている。例えば、パチンコ遊技機では外枠に対して開閉可能に組み付けられた前枠裏側
の収容枠に遊技盤及び裏機構盤が装備され、この裏機構盤に制御基板が取り付けられてい
る。スロットマシンにおいても同様に、開閉カバーの裏面に制御基板が取り付けられてい
る。
【０００３】
　これらの制御基板は、賞球もしくはメダルの払出制御、電動役物の開閉制御、リールの
回転制御、図柄組み合わせの発生確率制御など、パチンコ遊技機もしくはスロットマシン
の作動を制御する基板であり、遊技機の制御ソフトウェアが記録されたＲＯＭが搭載され
て遊技機の作動を制御する中枢制御装置としての役割を有している。このため、制御基板
は偽造ＲＯＭへの差し替え等の不正改造を受け難いように基板ケース内に収容されるとと
もに、この基板ケースはケースを開いたときにその痕跡が残るような不正開放（もしくは
不正着脱）防止手段が設けられて構成されている。
【０００４】
　このような不正開放防止手段として、例えば、切断可能な複数のネジ締結対を特殊ネジ
で締結する手段がある。これは、ケース本体部材とこのケース本体部材に開閉自在に装着
されるケース蓋部材とからなる基板ケースにおいて、ケース本体部材及びケース蓋部材の
それぞれの側縁部に相対応するネジ螺合部及びネジ貫通部からなるネジ締結対を複数対形
成し、このうち少なくとも１対のネジ螺合部とネジ貫通部とを締め込み方向にのみ操作可
能な特殊ネジ（ネジ頭部のスリ割りがネジ締め方向のみに係合部を有して形成され、緩め
る方向の係合部が螺旋状に除去されているネジ、以下本明細書で「一方向ネジ」という）
で締結する構成からなっている。なお、この構成において、ケース蓋部材とネジ貫通部と
の間には切断可能な切断部が形成されている。例えば、特開平１０－３２８３８５号公報
や、特開平１１－２２６２２０号公報にこのような構成が開示されている。
【０００５】
　上記の不正開放防止手段では、管理者がＲＯＭの検査や制御基板の保守点検等のために
基板ケースを開くときには、一方向ネジで締結された締結対の切断部をニッパ等の工具で
切断し、ネジ貫通部をケース蓋部材から切り離すことでケース蓋部材とケース本体部材と
の接続を解除してケース蓋部材を開放する。このようにケース蓋部材を開放してＲＯＭの
検査等が行われるが、この検査完了後には未だ締結していない他の締結対を一方向ネジを
用いて締結しケース本体部材にケース蓋部材を装着・閉鎖する。さらに、基板ケースには
基板管理番号と開封履歴を表示する基板管理シールが貼られており、開封した管理者がこ
の基板管理シールに開封年月日と開封者氏名を記載して管理するようになっている。
【０００６】
　上記のような不正開放防止手段によれば、一方向ネジは一般にネジを緩める方向に回転
させることができず、基板ケースを開く時には切断部を切り離す必要があることから、基
板ケース開放後にその切断痕跡が明確に残り、不正な開封を早期に発見することができる
。
【特許文献１】特開平１０－３２８３８５号公報
【特許文献２】特開平１１－２２６２２０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記の不正開放防止手段では、締結手段として一方向ネジを使用してい
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るため、ネジ締結対を締結させる際にはドライバ等の工具を用いなければならず、締結作
業が面倒なものとなっていた。また、従来の基板ケースにおいては、基板ケースに収容さ
れる制御基板はケース蓋部材に全体的に覆われていたため、ＲＯＭの検査等のために基板
ケースを開くときには制御基板に接続されたコネクタを外さなければならず、作業が煩雑
となっていた。さらに、基板ケースが不正開放された後、複製した基板ケースに制御基板
等が移し替えられてしまうと、基板ケース開放時の切断痕跡が残らず、不正な開封を早期
に発見できなくなるおそれがあった。
【０００８】
　本発明は、このような問題に鑑みて成されたものであり、より簡便な構成で制御基板に
対する不正行為を防止することができる基板ケースを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　このような目的達成のため、本発明に係る基板ケースは、ケース本体部材と、一端側に
設けられたヒンジ機構を用いてケース本体部材に揺動開閉可能に取り付けられたケース蓋
部材と、他端側に設けられた不正開放防止機構とを備え、ケース本体部材に対しケース蓋
部材が閉じて形成されるケース内部に遊技機に搭載された電子部品を制御する制御基板を
収容し、不正開放防止機構を用いてケース蓋部材がケース本体部材に対して閉じた状態を
保持するように構成された基板ケースにおいて、ケース蓋部材の側部に制御基板と接続さ
れたコネクタを外部露出させる逃げ部が形成され、不正開放防止機構は、ケース本体部材
に連結して設けられ、ケース蓋部材がケース本体部材に対して閉じたときにケース蓋部材
に対向する側の一端が開口した本体側係合空間が形成された複数の本体側係合部と、ケー
ス蓋部材に連結して設けられ、ケース蓋部材がケース本体部材に対して閉じたときにケー
ス本体部材に対向する側の一端が開口した蓋側係合空間が形成されるとともに、ケース蓋
部材がケース本体部材に対して閉じたときに複数の本体側係合部とそれぞれ対向して重な
るように形成された複数の蓋側係合部と、本体側係合部と蓋側係合部とが対向して重なっ
たときに、本体側係合空間と蓋側係合空間とが繋がって形成される係合空間内に配設され
る複数の接続部材とを備え、本体側係合部は、ケース本体部材に一体に設けられて蓋側係
合部と連結される側の一端が開口した本体側収容空間が形成される本体側収容部と、本体
側収容空間内に固設されて本体側係合空間が形成される本体側係合補助部材とから構成さ
れ、本体側係合補助部材は、接続部材の一端側に形成された本体側係合突起と係合可能な
本体側穴部を有し、本体側係合補助部材が本体側収容空間内に固設されると本体側穴部の
外側が塞がれて、本体側係合補助部材の内面側に本体側係合突起と係合可能な本体側凹部
が形成されるように構成され、蓋側係合部は、ケース蓋部材に一体に設けられて本体側係
合部と連結される側の一端が開口した蓋側収容空間が形成される蓋側収容部と、蓋側収容
空間内に固設されて蓋側係合空間が形成される蓋側係合補助部材とから構成され、蓋側係
合補助部材は、接続部材の他端側に形成された蓋側係合突起と係合可能な蓋側穴部を有し
、蓋側係合補助部材が蓋側収容空間内に固設されると蓋側穴部の外側が塞がれて、蓋側係
合補助部材の内面側に蓋側係合突起と係合可能な蓋側凹部が形成されるように構成され、
接続部材は、係合空間内に接続部材の一端側が本体側係合部を向くロック方向および、ロ
ック方向とは逆に接続部材の他端側が本体側係合部を向くアンロック方向を向いて配設可
能である。そして、本体側係合部と蓋側係合部とが対向して重なって形成された係合空間
内に接続部材がロック方向を向いて配設された状態であるときには、接続部材の一端側が
本体側係合空間内に収容されて本体側係合突起が本体側凹部と係合することにより本体側
係合補助部材を介して本体側係合部と係合するとともに、接続部材の他端側が蓋側係合空
間内に収容されて蓋側係合突起が蓋側凹部と係合することにより蓋側係合補助部材を介し
て蓋側係合部と係合し、接続部材により本体側係合部を蓋側係合部に繋げてケース蓋部材
がケース本体部材に対して閉じた状態を保持し、本体側係合部と蓋側係合部とが対向して
重なって形成された係合空間内に接続部材がアンロック方向を向いて配設された状態であ
るときには、接続部材の他端側が本体側係合部に対し非係合状態で本体側係合空間内に収
容されるとともに、接続部材の一端側が蓋側係合部に対し非係合状態で蓋側係合空間内に
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収容されるように構成されており、接続部材の少なくとも一つを係合空間内にロック方向
を向くように配設して接続部材により本体側係合部と蓋側係合部とを繋ぐことでケース蓋
部材がケース本体部材に対して閉じた状態を保持し、接続部材により繋がれた本体側係合
部および蓋側係合部の少なくともいずれかにおけるケース本体部材もしくはケース蓋部材
との連結部を切断することで、コネクタが制御基板と接続されたままケース蓋部材をケー
ス本体部材に対して揺動開放させることができるように構成され、接続部材に、接続部材
がロック方向およびアンロック方向のいずれを向いて配設されるかを目視識別可能な方向
識別手段が設けられている。
【００１０】
　また、上述の発明において、本体側係合空間が蓋側係合部と連結される側に開口するよ
うにして本体側係合補助部材が本体側収容空間内に収容されて溶着もしくは接着により本
体側係合部に固設され、蓋側係合空間が本体側係合部と連結される側に開口するようにし
て蓋側係合補助部材が蓋側収容空間内に収容されて溶着もしくは接着により蓋側係合部に
固設されていることが好ましい。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、接続部材を本体側係合補助部材と蓋側係合補助部材とに係合させるこ
とにより、本体側係合部と蓋側係合部とが連結されるため、本体側係合部と蓋側係合部と
を容易に連結させることができ、ケース本体部材とケース蓋部材とを閉止状態で容易に結
合保持することができる。また、本体側係合部および蓋側係合部の少なくともいずれかに
おけるケース本体部材もしくはケース蓋部材との連結部が切断可能に構成されているため
、この連結部を切断すればケース本体部材からケース蓋部材を外すことができるが、この
ように連結部を切断したときにはその破壊痕跡が残るためこれを容易に発見でき、不正行
為を効果的に抑止できる。
【００１２】
　なお、ＲＯＭの検査等の際には同様に連結部を切断してケース蓋部材を開放し、この状
態でＲＯＭの検査が行われるが、ケース蓋部材の側部に形成された逃げ部により、コネク
タが制御基板と接続されたままケース蓋部材をケース本体部材に対して揺動開放させるこ
とができるため、ＲＯＭの検査等の作業効率を向上させることができる。また、ケース本
体部材およびケース蓋部材には複数の本体側係合部および蓋側係合部が設けられているた
め、ＲＯＭの検査完了後、まだ連結部が切断されていない組の本体側係合部と蓋側係合部
とを接続部材により連結させることで、ケース本体部とケース蓋部材とを再度閉止状態で
結合保持することができる。
【００１３】
さらに、本体側係合部が別体の本体側収容部と本体側係合補助部材とから構成され、蓋側
係合部が別体の蓋側収容部と蓋側係合補助部材とから構成されるため、本体側係合部およ
び蓋側係合部（すなわち、ケース本体部材およびケース蓋部材）の複製がより難しくなり
、不正行為の抑止が期待できる。
【００１４】
　また、接続部材を係合空間内でロック方向およびアンロック方向を向いて配設可能にす
ることで、本体側係合部と蓋側係合部とをロック状態（ケース蓋部材とケース本体部材と
が結合保持された状態）もしくはアンロック状態（ケース蓋部材がケース本体部材に着脱
可能な状態）で選択的に連結させることができる。また、接続部材の向きを識別可能な方
向識別手段を接続部材に設けることで、係合空間内における接続部材の配設方向（ロック
方向およびアンロック方向）の間違いを防止することができ、さらに、本体側係合部およ
び蓋側係合部に透視可能な材料を用いれば、接続部材を介してロック状態にある本体側係
合部および蓋側係合部を認識することができる。また、本体側係合補助部材が溶着もしく
は接着されて本体側係合部に固設されるとともに、蓋側係合補助部材が溶着もしくは接着
されて蓋側係合部に固設されることで、不正行為の抑止が期待できる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１５】
　以下、本発明の好ましい実施形態について図面を参照しながら説明する。本発明に係る
基板ケースを備えた遊技機の代表例としてパチンコ機ＰＭを図１および図２に示しており
、まず、これらの図面を参照しながらパチンコ機ＰＭの全体構成について要約説明する。
ここで、図１はパチンコ機ＰＭの正面図、図２はパチンコ機ＰＭの背面図である。
【００１６】
　パチンコ機ＰＭは外郭方形枠サイズに構成されて縦向きの固定保持枠をなす外枠１の開
口前面に、これに合わせた方形枠サイズに構成される開閉搭載用の前枠２が互いの正面左
側上下に配設されたヒンジ部材３ａ，３ｂで横開き開閉および着脱が可能に取り付けられ
、正面右側に設けられた施錠装置４を利用して常には外枠１と係合された閉鎖状態に保持
される。
【００１７】
　前枠２の各部にはパチンコ遊技を展開する遊技展開部材として、前枠２の前側面域に合
わせた方形状のガラス扉５および球皿６が正面左側部に設けられたヒンジ機構７ａ，７ｂ
，７ｃを利用して横開き開閉および着脱が可能に組付けられ、球皿６の右側下部には遊技
球の発射操作を行う操作ハンドル８が装備されている。前枠２の中央部から上部にかけて
後方に突出する方形枠状の収容枠（図示せず）が前枠２と一体に形成されており、この収
容枠に所定のゲージ設定で構成された遊技盤１０が着脱可能にセット保持され、常には閉
鎖保持されるガラス扉５に遊技盤正面の遊技領域ＰＡを臨ませている。
【００１８】
　前枠２の裏面側には、中央に前後連通する窓口を有して前枠２よりもやや小型の方形枠
状に形成された裏セット盤３０が、前枠２の裏面に設けられた複数のレバーＬ，Ｌ…を利
用して着脱可能にセット保持される。裏セット盤３０の各部には遊技球を貯留する球貯留
タンク３１、タンクレール３２、整列待機通路３３、賞球カセット３４、賞球排出通路３
５などの賞球装置が装備されるとともに、裏面各部に電源基板アッセンブリ４０や主基板
アッセンブリ５０等の各種制御基板アッセンブリおよび電子部品等が取り付けられ、これ
らの各機器および遊技盤１０の裏面に取り付けられた画像制御基板アッセンブリ１８が一
部を図示省略するワイヤーハーネス４５で接続されている。
【００１９】
　球皿６に前面側が覆われた前枠２の下部領域には遊技補助盤（図示せず）と称される補
助機構部が形成されており、この遊技補助盤の各部に、打球発射装置（図示せず）や、裏
セット盤３０側の賞球排出通路３５と繋がり球皿６に排出できない遊技球を一時貯留する
貯留カセット（図示せず）などが設けられている。
【００２０】
　パチンコ機ＰＭは、前枠２、ガラス扉５および球皿６がともに閉止され施錠された状態
で遊技に供され、球皿６に遊技球を貯留させて操作ハンドル８を回動操作することにより
遊技が開始される。操作ハンドル８が回動操作されると、球皿６に貯留された遊技球が打
球発射装置により１球ずつ遊技盤１０の遊技領域ＰＡに打ち出され、以降パチンコゲーム
が展開される。
【００２１】
　以上のように概要構成されるパチンコ機ＰＭにあって、主基板アッセンブリ５０に不正
開放防止機構が設けられている。以下、主基板アッセンブリ５０について図３～図８を参
照しながら説明する。ここで、図３は主基板アッセンブリ５０の斜視図、図４は主基板ア
ッセンブリ５０に構成されるケース蓋部材７０がケース本体部材６０に対して開いた状態
を示す斜視図、図５は主基板アッセンブリ５０の側断面図、図６は主基板アッセンブリ５
０の分解正面図、図７（ａ）は係止アーム６４が係止突起７４に係止した状態を示す拡大
側断面、図７（ｂ）は図係止アーム６４が係止突起７４に係止した状態を示す拡大図、図
８（ａ）は係止アーム６４が係止突起７４に係止する前の状態を示す拡大側断面図、そし
て図８（ｂ）は係止アーム６４が係止突起７４に係止する前の状態を示す拡大図である。
【００２２】
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　主基板アッセンブリ５０は、図３～図6に示すように、パチンコ機ＰＭの作動を統括的
に制御する主制御基板５１と、主制御基板５１を内部に収容する主基板ケース５５とを主
体に構成される。さらに、主基板ケース５５は、パチンコ機ＰＭの裏セット盤３０に固定
されるケース本体部材６０と、ケース本体部材６０に揺動開閉自在に取り付けられるケー
ス蓋部材７０と、ケース本体部材６０およびケース蓋部材７０一端側に設けられたヒンジ
機構８０（図２０を参照）とを備え、ケース本体部材６０に対しケース蓋部材７０が閉じ
て形成されるケース内部に主制御基板５１が収容されるように構成される。
【００２３】
　主制御基板５１は、図4および図６に示すように、主制御基板５１の中央部に配設され
たＲＯＭ５２や、主制御基板５１の左側に配設された左コネクタ部５３，５３，…、主制
御基板５１の右側に配設された右コネクタ部５４，５４，…等の電子部品を有して構成さ
れる。主制御基板５１の四方には基板取付孔５１ａ，５１ａ，…が形成されており、図示
しない基板取付ネジが通過するようになっている。なお、左コネクタ部５３，５３，…お
よび右コネクタ部５４，５４，…には、ワイヤーハーネス４５の端部にそれぞれ配設され
る各種コネクタ４６，４６，…が接続されるようになっている。
【００２４】
　ケース本体部材６０は、開口を有する矩形箱状の形態をなし、ＡＢＳ樹脂やポリカーボ
ネート（ＰＣ）等の透明な樹脂材料を用いて射出成形等の成形手段により一体的に成形さ
れる。ケース本体部材６０の底部には補強リブ６１が縦横に形成されており、ケース本体
部材６０の強度を向上させるとともに、図５に示すように、ケース内部に収容される主制
御基板５１が当接して受け止められるようになっている。また、ケース本体部材６０の底
部４箇所には、基板取付部６２，６２，…がネジ孔を有するボス状に形成されており、基
板取付ネジ（図示せず）を主制御基板５１の基板取付孔５１ａに通過させて基板取付部６
２へネジ固定することで、主制御基板５１がケース本体部材６０に対してケース本体部材
６０の開口を塞ぐように取り付け固定される。
【００２５】
　ケース本体部材６０の一端側縁部には、図６および図２０に示すように、ヒンジ機構８
０に構成されるヒンジ軸６３，６３が形成されており、ケース蓋部材７０のヒンジアーム
７１，７１とそれぞれヒンジ係合するようになっている。ケース本体部材６０の他端側壁
部（外側）には、壁面に沿って突出する係止アーム６４，６４が形成されており、図７お
よび図８に示すように、ケース蓋部材７０の係止突起７４，７４にそれぞれ係止するよう
になっている。
【００２６】
　ケース本体部材６０の他端側縁部内方には、図７（ａ）および図８（ａ）に示すように
、内側ガードリブ６５が突出して形成されており、ケース蓋部材７０がケース本体部材６
０に対して閉じる際に、ケース蓋部材７０の外側ガードリブ７５の内側に位置するように
なっている。ケース本体部材６０の他端側縁部外方には、縁部当接部６６が内側ガードリ
ブ６５に繋がって形成されており、ケース蓋部材７０がケース本体部材６０に対して閉じ
る際に、外側ガードリブ７５が縁部当接部６６と当接するようになっている。
【００２７】
　ケース蓋部材７０は、ＲＯＭ５２を備えた主制御基板５１の上面側を覆う矩形箱状の形
態をなし、ＡＢＳ樹脂やポリカーボネート（ＰＣ）等の透明な樹脂材料を用いて射出成形
等の成形手段により一体的に成形される。ケース蓋部材７０の一端側縁部には、図６およ
び図２０に示すように、ヒンジ機構８０に構成されるヒンジアーム７１，７１が形成され
ており、ケース本体部材６０のヒンジ軸６３，６３とそれぞれヒンジ係合するようになっ
ている。
【００２８】
　前述したように、ヒンジ機構８０は、ケース本体部材６０の一端側縁部に形成されるヒ
ンジ軸６３，６３と、ケース蓋部材７０の一端側縁部に形成されるヒンジアーム７１，７
１とから構成される。そして、ケース本体部材６０のヒンジ軸６３，６３とケース蓋部材
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７０のヒンジアーム７１，７１とをそれぞれヒンジ係合させることで（図２０を参照）、
ケース蓋部材７０がケース本体部材６０に対しヒンジ軸６３を中心軸として揺動開閉自在
に取り付けられる。
【００２９】
　ケース蓋部材７０の左右側部には、左逃げ部７２および右逃げ部７３がそれぞれ形成さ
れており、図３および図１７に示すように、ケース蓋部材７０がケース本体部材６０に対
して閉じた状態で、主制御基板５１の左コネクタ部５３，５３，…および右コネクタ部５
４，５４，…がそれぞれ外部に露出するように構成されている。また、左逃げ部７２およ
び右逃げ部７３は、ケース蓋部材７０の一端側から他端側へ直線状に延びて形成されてお
り、図４に示すように、左コネクタ部５３，５３，…および右コネクタ部５４，５４，…
に各種コネクタ４６，４６，…が接続されたままの状態で、ケース蓋部材７０をケース本
体部材６０に対して揺動開閉できるようになっている。
【００３０】
　ケース蓋部材７０の他端側壁部（外側）には、ケース本体部材６０の係止アーム６４，
６４とそれぞれ係止可能な係止突起７４，７４が形成されている。そして、図７に示すよ
うに、ケース蓋部材７０をケース本体部材６０に対して閉じた状態にすると、係止アーム
６３，６３が係止突起７４，７４にそれぞれ係止して、ケース蓋部材７０がケース本体部
材６０に対して閉じた状態を保持するようになっている。
【００３１】
　ケース蓋部材７０の他端側縁部外方には、外側ガードリブ７５が突出して形成されてお
り、図７（ａ）に示すように、ケース蓋部材７０がケース本体部材６０に対して閉じる際
に、ケース本体部材６０における内側ガードリブ６５の外側に位置して縁部当接部６６と
当接し、ラビリンス構造により針金やセル板等の道具がケース内部に不正に挿入されるの
を防止するようになっている。
【００３２】
　このようにして、ケース蓋部材７０がケース本体部材６０に対して閉じた状態であると
きには、係止アーム６４が係止突起７４に係止しているだけであり、ケース蓋部材７０を
ケース本体部材６０に対して容易に揺動開放させることができる。そこで、閉止状態にあ
るケース蓋部材７０を開放できなくして不正操作を防止するために、基板アッセンブリ５
０には不正開放防止機構が設けられている。そこで、図９～図２０を追加参照しつつ、基
板アッセンブリ５０に設けられた不正開放防止機構１００について以下に詳しく説明する
。
【００３３】
　ここで、図９は不正開放防止機構１００に構成される本体側係合部１１０の分解斜視図
、図１０は不正開放防止機構１００に構成される蓋側係合部１２０の分解斜視図、図１１
は本体側係合部１１０の平面図、図１２は蓋側係合部１２０の底面図、図１３は不正開放
防止機構１００に構成される接続部材１５０の斜視図、図１４は図１３中の接続部材１５
０を反対側から見た斜視図である。
【００３４】
　また、図１５（ａ）は接続部材１５０の長方形断面における長辺方向から見た側面図、
図１５（ｂ）は図１５（ａ）中の矢印XV－XVに沿った平断面図、図１６（ａ）は接続部材
１５０の長方形断面における短辺方向から見た側面図、図１６（ｂ）は図１６（ａ）中の
矢印XVI－XVIに沿った平断面図、図１７は閉止状態の主基板アッセンブリ５０の側断面図
、図１８（ａ）は接続部材１５０がロック方向を向いて本体側係合部１１０と蓋側係合部
１２０とが連結した状態を示す側断面図、図１８（ｂ）は接続部材１５０がアンロック方
向を向いて本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とが連結した状態を示す側断面図、図
１９は開放状態の主基板アッセンブリ５０の側断面図、そして図２０は開放状態の主基板
アッセンブリ５０の拡大側面図（断面図）である。
【００３５】
　不正開放防止機構１００は、ケース本体部材６０に連結して設けられた４つの本体側係
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合部１１０，１１０，…と、ケース蓋部材７０に連結して設けられた４つの蓋側係合部１
２０，１２０，…と、本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とをそれぞれ連結させる４
つ接続部材１５０，１５０，…とを備え、ケース蓋部材７０がケース本体部材６０に対し
て閉じたときに本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とを連結可能に構成される。
【００３６】
　本体側係合部１１０は、ケース本体部材６０に一体に設けられた本体側収容部１１１と
、本体側収容部１１１に固設された本体側係合補助部材１３０とから構成される。本体側
収容部１１１は、図９に示すように、ケース本体部材６０の他端側壁部（各係止アーム６
４，６４の間）において、（図９における上方に）開口を有する直方体箱状にケース本体
部材６０と（透明な樹脂材料を用いて）一体に形成される。また、本体側収容部１１１の
内部には、本体側係合補助部材１３０を収容可能な本体側収容空間ＨＳ１が形成される。
本体側収容部１１１の内面側における長方形断面の短辺を形成して対向する２面には、本
体側取付ガイド溝１１２，１１２が凹状に形成されており、本体側係合補助部材１３０の
本体側取付ガイド部１３１，１３１とそれぞれ係合するようになっている。
【００３７】
　本体側収容部１１１の縁部における長方形断面の長辺を形成して対向する２辺には、本
体側連結ガイドリブ１１３，１１３が突出して形成されており、蓋側係合部１２０の蓋側
リブ係合部１２４，１２４とそれぞれ係合するようになっている。本体側収容部１１１の
縁部における長方形断面の短辺を形成して対向する２辺には、本体側リブ係合部１１４，
１１４が形成されており、蓋側係合部１２０の蓋側連結ガイドリブ１２３，１２３とそれ
ぞれ係合するようになっている。
【００３８】
　蓋側係合部１２０は、ケース蓋部材７０に一体に形成された蓋側収容部１２１と、蓋側
収容部１２１に固設された蓋側係合補助部材１４０とから構成される。蓋側収容部１２１
は、図１０に示すように、ケース蓋部材７０の他端側壁部（各係止突起７４，７４の間）
において、（図１０における上方に）開口を有する直方体箱状にケース蓋部材７０と一体
に形成され、ケース蓋部材７０がケース本体部材６０に対して閉じたときに本体側収容部
１１１と対向して重なるように構成される。また、蓋側収容部１２１の内部には、蓋側係
合補助部材１４０を収容可能な蓋側収容空間ＨＳ２が形成されている。蓋側収容部１２１
の内面側における長方形断面の長辺を形成して対向する２面には、蓋側取付ガイド溝１２
２，１２２が凹状に形成されており、蓋側係合補助部材１４０の蓋側取付ガイド部１４１
，１４１とそれぞれ係合するようになっている。
【００３９】
　蓋側収容部１２１の縁部における長方形断面の短辺を形成して対向する２辺には、蓋側
連結ガイドリブ１２３，１２３が突出して形成されており、蓋側収容部１２１が本体側収
容部１１１と対向して重なるときに、本体側収容部１１１の本体側リブ係合部１１４，１
１４とそれぞれ係合するようになっている。蓋側収容部１２１の縁部における長方形断面
の長辺を形成して対向する２辺には、蓋側リブ係合部１２４，１２４が凹状に形成されて
おり、蓋側収容部１２１が本体側収容部１１１と対向して重なるときに、本体側収容部１
１１の本体側連結ガイドリブ１１３，１１３とそれぞれ係合するようになっている。
【００４０】
　これにより、蓋側収容部１２１が本体側収容部１１１と対向して重なるときに、本体側
連結ガイドリブ１１３，１１３と蓋側リブ係合部１２４，１２４とがそれぞれ係合すると
ともに、蓋側連結ガイドリブ１２３，１２３と本体側リブ係合部１１４，１１４とがそれ
ぞれ係合するため、蓋側収容部１２１（蓋側係合部１２０）の本体側収容部１１１（本体
側係合部１１０）に対する位置合わせをより確実に行うことができる。
【００４１】
　蓋側係合部１２０（蓋側収容部１２１）とケース蓋部材７０との連結部１２５（図１２
を参照）は切断可能に構成されており、この連結部１２５を切断して蓋側係合部１２０（
蓋側収容部１２１）とケース蓋部材７０とを分離することができるようになっている。な
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お、前述したように、主基板ケース５５（ケース本体部材６０およびケース蓋部材７０）
の材料として透明な樹脂材料を使用しているが、その中でもＡＢＳ樹脂を使用することが
好ましい。これにより、上記のような部材に対する切断操作を行うと、ＡＢＳ樹脂の成分
であるブタジエンがゴム性を有して伸び、部材が割れずに白化しやすいため、その切断痕
跡が明確に残りやすいという効果が得られる。また、主基板ケース５５を無理にこじ開け
ようとしても、同様に部材が白化して（こじ開けた）痕跡が明確に残りやすいという効果
が得られる。
【００４２】
　本体側係合補助部材１３０は、図９に示すように、（図９における上方に）開口を有す
る直方体箱状の形態をなし、ＡＢＳ樹脂やポリカーボネート（ＰＣ）等による有色半透明
な樹脂材料を用いて射出成形等の成形手段により一体的に成形され、本体側収容部１１１
の本体側収容空間ＨＳ１内へ収容可能に構成される。また、本体側係合補助部材１３０の
内部には、接続部材１５０の半分を収容可能な本体側係合空間ＣＳ１が形成される。
【００４３】
　本体側係合補助部材１３０の外面側における長方形断面の短辺を形成して対向する２面
には、本体側取付ガイド部１３１，１３１が凸状に形成されており、本体側収容部１１１
の本体側取付ガイド溝１１２，１１２とそれぞれ係合するようになっている。そして、本
体側収容部１１１の開口側から、本体側取付ガイド部１３１，１３１を本体側取付ガイド
溝１１２，１１２と係合させつつ本体側係合補助部材１３０を本体側収容部１１１の本体
側収容空間ＨＳ１内へ挿入し、この状態で本体側係合補助部材１３０を本体側収容部１１
１に溶着させることにより、図１１に示すように、本体側係合補助部材１３０が本体側収
容部１１１の本体側収容空間ＨＳ１内に固設される。なお、本体側係合補助部材１３０を
本体側収容部１１１に固定する手段として、溶着に限らず、例えば接着剤等を使用しても
よい。
【００４４】
　このとき、本体側係合補助部材１３０が本体側収容部１１１の本体側収容空間ＨＳ１内
に固設されることで、本体側収容部１１１、すなわち本体側係合部１１０の内部に本体側
係合空間ＣＳ１が（本体側収容空間ＨＳ１に替わり）形成される。このようにして、本体
側係合部１１０が別体の本体側収容部１１１と本体側係合補助部材１３０とから構成され
ているため、本体側係合部１１０（すなわち、ケース本体部材６０）の複製がより難しく
なり、不正行為の抑止が期待できる。また、本体側収容部１１１の材質が透明の樹脂材料
であるのに対し、本体側係合補助部材１３０の材質は本体側収容部１１１と異なる有色半
透明の樹脂材料であるため、本体側収容部１１１に正規の本体側係合補助部材１３０が固
設されているか否か、すなわちケース本体部材６０が複製品であるか否かを容易に判別す
ることができる。
【００４５】
　本体側係合補助部材１３０における長方形断面の短辺を形成して対向する２面には、本
体側穴部１３２，１３２が形成されており、接続部材１５０の本体側係合突起１５１，１
５１と係合可能に構成されている。なお、図１１に示すように、本体側係合補助部材１３
０が本体側収容部１１１に固設された状態では、本体側穴部１３２の外側は本体側収容部
１１１に塞がれ、本体側係合補助部材１３０、すなわち本体側係合部１１０の内面側にお
ける長方形断面の短辺を形成して対向する２面には、接続部材１５０の本体側係合突起１
５１と係合可能な本体側凹部１３２ａが形成される。
【００４６】
　本体側係合補助部材１３０の内面側における長方形断面の長辺を形成して対向する２面
には、本体側突起ガイド部１３３，１３３が形成されており、接続部材１５０の蓋側係合
突起１５２，１５２を収容可能に構成されている。
【００４７】
　蓋側係合補助部材１４０は、図１０に示すように、（図１０における上方に）開口を有
する直方体箱状の形態をなし、ＡＢＳ樹脂やポリカーボネート（ＰＣ）等による有色半透
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明な樹脂材料を用いて射出成形等の成形手段により一体的に成形され、蓋側収容部１２１
の蓋側収容空間ＨＳ２内へ収容可能に構成される。また、蓋側係合補助部材１４０の内部
には、接続部材１５０の半分を収容可能な蓋側係合空間ＣＳ２が形成される。
【００４８】
　蓋側係合補助部材１４０の外面側における長方形断面の長辺を形成して対向する２面に
は、蓋側取付ガイド部１４１，１４１が凸状に形成されており、蓋側収容部１２１の蓋側
取付ガイド溝１２２，１２２とそれぞれ係合するようになっている。そして、蓋側収容部
１２１の開口側から、蓋側取付ガイド部１４１，１４１を蓋側取付ガイド溝１２２，１２
２と係合させつつ蓋側係合補助部材１４０を蓋側収容部１２１の蓋側収容空間ＨＳ２内へ
挿入し、この状態で蓋側係合補助部材１４０を蓋側収容部１２１に溶着させることにより
、図１２に示すように、蓋側係合補助部材１４０が蓋側収容部１２１の蓋側収容空間ＨＳ
２内に固設される。なお、係合補助部材１４０を蓋側収容部１２１に固定する手段として
、溶着に限らず、例えば接着剤等を使用してもよい。
【００４９】
　このとき、蓋側係合補助部材１４０が蓋側収容部１２１の蓋側収容空間ＨＳ２内に固設
されることで、蓋側収容部１２１、すなわち蓋側係合部１２０の内部に蓋側係合空間ＣＳ
２が（蓋側収容空間ＨＳ２に替わり）形成される。このようにして、蓋側係合部１２０が
別体の蓋側収容部１２１と蓋側係合補助部材１４０とから構成されているため、蓋側係合
部１２０（すなわち、ケース蓋部材７０）の複製がより難しくなり、不正行為の抑止が期
待できる。また、蓋側収容部１２１の材質が透明の樹脂材料であるのに対し、蓋側係合補
助部材１４０の材質は蓋側収容部１２１と異なる有色半透明の樹脂材料であるため、蓋側
収容部１２１に正規の蓋側係合補助部材１４０が固設されているか否か、すなわちケース
蓋部材７０が複製品であるか否かを容易に判別することができる。
【００５０】
　なお、本体側収容部１１１に本体側係合補助部材１３０が固設されるとともに蓋側収容
部１２１に蓋側係合補助部材１４０が固設された状態で、本体側収容部１１１（すなわち
、本体側係合部１１０）と蓋側収容部１２１（すなわち、蓋側係合部１２０）とがそれぞ
れ対向して重なったときには、本体側係合空間ＣＳ１と蓋側係合空間ＣＳ２とが繋がって
接続部材１５０を配設可能な係合空間ＣＳが形成されるようになっている。
【００５１】
　蓋側係合補助部材１４０における長方形断面の長辺を形成して対向する２面には、蓋側
穴部１４２，１４２が形成されており、接続部材１５０の蓋側係合突起１５２，１５２と
係合可能に構成されている。なお、図１２に示すように、蓋側係合補助部材１４０が蓋側
収容部１２１に固設された状態では、蓋側穴部１４２の外側は蓋側収容部１２１に塞がれ
、蓋側係合補助部材１４０、すなわち蓋側係合部１２０の内面側における長方形断面の長
辺を形成して対向する２面には、接続部材１５０の蓋側係合突起１５２と係合可能な蓋側
凹部１４２ａが形成される。
【００５２】
　蓋側係合補助部材１４０の内面側における長方形断面の短辺を形成して対向する２面に
は、蓋側突起ガイド部１４３，１４３が形成されており、接続部材１５０の本体側係合突
起１５１，１５１を収容可能に構成されている。
【００５３】
　接続部材１５０は、図１３～図１６に示すように、一端に開口を有する中空直方体状の
形態をなし、ＡＢＳ樹脂やポリカーボネート（ＰＣ）等の樹脂材料を用いて射出成形等の
成形手段により一体的に成形される。また、接続部材１５０は、係合空間ＣＳ内に、接続
部材１５０の一端側が本体側係合部１１０を向くロック方向およびロック方向とは逆のア
ンロック方向を向いて配設可能に構成される。
【００５４】
　接続部材１５０の一端側における長方形断面の短辺を形成して対向する２面には、本体
側係合突起１５１，１５１が内外へ揺動可能に形成されており、接続部材１５０の一端側
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が本体側係合空間ＣＳ１内に位置すると本体側凹部１３２ａ，１３２ａと係合し、接続部
材１５０の一端側が蓋側係合空間ＣＳ２内に位置すると蓋側突起ガイド部１４３，１４３
に非係合状態で収容されるようになっている。
【００５５】
　接続部材１５０の他端側における長方形断面の長辺を形成して対向する２面には、蓋側
係合突起１５２，１５２が内外へ揺動可能に形成されており、図１７に示すように、接続
部材１５０の他端側が蓋側係合空間ＣＳ２内に位置すると蓋側凹部１４２ａ，１４２ａと
係合し、図１８に示すように、接続部材１５０の他端側が本体側係合空間ＣＳ１内に位置
すると本体側係合補助部材１３０の内側面に当接し非係合状態で本体側突起ガイド部１３
３，１３３に収容されるようになっている。
【００５６】
　接続部材１５０の他端面には、接続部材１５０の向きを識別可能な方向識別マーク１５
３が形成されている。方向識別マーク１５３は、図１３に示すように、接続部材１５０の
他端面に凹設された「ロック」文字であり、接続部材１５０がロック方向を向いて係合空
間ＣＳ内に配設されるときには、方向識別マーク１５３、すなわち接続部材１５０の他端
側が蓋側係合部１２０の方を向くようになっている。これにより、係合空間ＣＳ内におけ
る接続部材１５０の配設方向（ロック方向およびアンロック方向）の間違いを防止するこ
とができ、さらに、接続部材１５０を介してロック状態にある本体側係合部１１０および
蓋側係合部１２０を認識することができる。
【００５７】
　なお、方向識別マーク１５３（文字の部分）に他の部分と異なる色を着色してもよく、
さらに、接続部材１５０の他端面における方向識別マーク１５３（文字の部分）を除く領
域に、方向識別マーク１５３（文字の部分）および接続部材１５０の他端面を除く面と異
なる色を着色するようにしてもよい。このようにすれば、方向識別マーク１５３の識別力
を向上させることができる。
【００５８】
　また、方向識別マーク１５３は、「ロック」文字に限らず、文字、記号、絵柄等を用い
てもよい。さらに、方向識別マーク１５３は、接続部材１５０の他端面に印刷、塗装等に
より形成されてもよく、印刷シール等を貼り付けるようにしてもよい。また、方向識別マ
ーク１５３は、接続部材１５０の他端面に限らず、接続部材１５０の一端面や側面等に、
方向識別手段として接続部材１５０の向きを識別可能に設けられていればよい。
【００５９】
　このように構成される不正開放防止機構１００において、ケース蓋部材７０をケース本
体部材６０に対して閉じた状態で本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とを連結するに
は、まず、４つの接続部材１５０，１５０，…の一つをロック方向に向け、接続部材１５
０の一端側を本体側係合部１１０における本体側係合空間ＣＳ１内に挿入する。このとき
、接続部材１５０の本体側係合突起１５１，１５１は本体側係合補助部材１３０の内側部
に当接して内方へ揺動し、接続部材１５０の一端が本体側係合空間ＣＳ１の底部に達する
と外方へ復元揺動して本体側係合補助部材１３０の本体側凹部１３２ａ，１３２ａと係合
する。すなわち、ロック方向を向いた接続部材１５０の一端側が本体側係合補助部材１３
０を介して本体側係合部１１０と係合する。
【００６０】
　次に、他の三つの接続部材１５０，１５０，１５０をそれぞれアンロック方向に向け、
接続部材１５０の他端側を本体側係合部１１０における本体側係合空間ＣＳ１内に挿入す
る。このとき、接続部材１５０の蓋側係合突起１５２，１５２は本体側係合補助部材１３
０の内側面に当接して内方へ揺動し、この状態で本体側係合補助部材１３０の本体側突起
ガイド部１３３，１３３に非係合状態で収容される。すなわち、図２０に示すように、ア
ンロック方向を向いた接続部材１５０の他端側が本体側係合補助部材１３０を介して本体
側係合部１１０に挿抜可能に収容保持される。なおこのとき、蓋側係合突起１５２，１５
２は弾性力により本体側係合補助部材１３０の内側面を押圧しており、接続部材１５０の
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他端側が本体側係合部１１０から抜けにくくなっている。
【００６１】
　続いて、ケース蓋部材７０を（揺動させて）ケース本体部材６０に対して閉じ、蓋側係
合部１２０（蓋側収容部１２１）が本体側係合部１１０（本体側収容部１１１）と対向し
て重なる状態にする。そうすると、ロック方向を向いた接続部材１５０においては、接続
部材１５０の他端側が蓋側係合部１２０における蓋側係合空間ＣＳ２内に挿入された状態
となる。このとき、接続部材１５０の蓋側係合突起１５２，１５２は蓋側係合補助部材１
４０の内側部に当接して内方へ揺動し、接続部材１５０の他端が蓋側係合空間ＣＳ２の底
部に達すると外方へ復元揺動して蓋側係合補助部材１４０の蓋側凹部１４２ａ，１４２ａ
と係合する。すなわち、ロック方向を向いた接続部材１５０の他端側が蓋側係合部１２０
と係合する。
【００６２】
　一方、アンロック方向を向いた接続部材１５０においては、接続部材１５０の一端側が
蓋側係合部１２０における蓋側係合空間ＣＳ２内に挿入された状態となる。このとき、接
続部材１５０の本体側係合突起１５１，１５１は蓋側係合補助部材１４０の内側面に当接
して内方へ揺動し、この状態で蓋側係合補助部材１４０の蓋側突起ガイド部１４３，１４
３に非係合状態で収容される。すなわち、アンロック方向を向いた接続部材１５０の一端
側が蓋側係合部１２０に挿抜可能に収容される。
【００６３】
　このようにして、ケース蓋部材７０を（揺動させて）ケース本体部材６０に対して閉じ
、蓋側係合部１２０が本体側係合部１１０と対向して重なる状態にすると、図１８（ａ）
に示すように、４つの接続部材１５０，１５０，…の一つが本体側係合空間ＣＳ１と蓋側
係合空間ＣＳ２とが繋がって形成された係合空間ＣＳ内にロック方向を向いて配設される
とともに、図１８（ｂ）に示すように、他の三つの接続部材１５０，１５０，１５０が係
合空間ＣＳ内にアンロック方向を向いて配設される。
【００６４】
　すなわち、ロック方向を向いた接続部材１５０の一端側が本体側係合補助部材１３０を
介して本体側係合部１１０と係合するとともに、他端側が蓋側係合補助部材１４０を介し
て蓋側係合部１２０と係合することで、本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とが接続
部材１５０を介して連結され、図３および図１７に示すように、ケース本体部材６０とケ
ース蓋部材７０とが閉止状態で結合保持される。これにより、本体側係合部１１０と蓋側
係合部１２０とを容易に連結させることができ、ケース本体部材６０とケース蓋部材７０
とを閉止状態で容易に結合保持することができる。
【００６５】
　そして、このような不正開放防止機構１００によりケース本体部材６０とケース蓋部材
７０とが閉止状態で結合保持されれば、係合空間ＣＳ内にロック方向を向いて収容された
接続部材１５０と本体側係合部１１０および蓋側係合部１２０との係合を解除するのは非
常に困難であり、主基板ケース５５（主基板アッセンブリ５０）を開く時には連結部１２
５を切断して蓋側係合部１２０とケース蓋部材７０とを切り離す必要があることから、主
基板ケース５５（主基板アッセンブリ５０）の開放後にその切断痕跡が明確に残り、不正
な開封を早期に発見することができるとともに、不正行為を効果的に抑止できる。
【００６６】
　また、接続部材１５０の一端側が本体側係合空間ＣＳ１内に位置して本体側係合突起１
５１，１５１が本体側凹部１３２ａ，１３２ａと係合するとともに、接続部材１５０の他
端側が蓋側係合空間ＣＳ２内に位置して蓋側係合突起１５２，１５２が蓋側凹部１４２ａ
，１４２ａと係合するため、本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とをより容易に連結
させることができ、ケース本体部材６０とケース蓋部材７０とを閉止状態で容易に結合保
持することができる。
【００６７】
　さらに、接続部材１５０は直方体状に形成されており、接続部材１５０に合わせて形成
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された係合空間ＣＳ内で回転することがないため、接続部材１５０がロック方向を向くと
きには、容易に本体側係合突起１５１，１５１と本体側凹部１３２ａ，１３２ａとを係合
させるとともに蓋側係合突起１５２，１５２と蓋側凹部１４２ａ，１４２ａとを係合させ
ることができ、接続部材１５０がアンロック方向を向くときには、容易に蓋側係合突起１
５２，１５２を非係合状態で本体側突起ガイド部１３３，１３３に（本体側係合空間ＣＳ
１内に）収容させるとともに本体側係合突起１５１，１５１を非係合状態で蓋側突起ガイ
ド部１４３，１４３に（蓋側係合空間ＣＳ２内に）収容させることができる。
【００６８】
　また、接続部材１５０は係合空間ＣＳ内にロック方向およびロック方向とは逆のアンロ
ック方向を向いて配設可能となっているため、本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０と
をロック状態（ケース蓋部材７０とケース本体部材６０とが結合保持された状態）もしく
はアンロック状態（ケース蓋部材７０がケース本体部材６０に着脱可能な状態）で選択的
に連結させることができる。
【００６９】
　次に、以上のようにしてケース本体部材６０とケース蓋部材７０とが閉止状態で結合保
持された主基板アセンブリ５０において、その内部に収容された主制御基板５１の保守点
検作業やＲＯＭ５２の検査等を行う場合について、さらに図２０～図２１を追加参照しな
がら説明する。ここで、図２０はロック方向を向いた接続部材１５０が本体側係合部１１
０に挿入される状態を示す斜視図、そして図２１はアンロック方向を向いた接続部材１５
０が本体側係合部１１０から抜き出された状態を示す斜視図である。
【００７０】
　ＲＯＭ５２の検査を行うときには、例えば、ニッパ等の工具を用いて本体側係合部１１
０と連結した蓋側係合部１２０とケース蓋部材７０との連結部１２５を切断する。これに
より、蓋側係合部１２０とケース蓋部材７０とが切り離されるので、図１９に示すように
、主基板ケース５５（主基板アッセンブリ５０）を開放することができ、ケース蓋部材７
０に覆われたＲＯＭ５２の検査を行うことができる。他の三つの接続部材１５０，１５０
，１５０は係合空間ＣＳ内にアンロック方向を向いて配設され、本体側係合部１１０およ
び蓋側係合部１２０に挿抜可能に収容されているからである。
【００７１】
　なおこのとき、ケース蓋部材７０の側部に形成された左右の逃げ部７２，７３により、
コネクタ４６が主制御基板５１（左コネクタ部５３，５３，…および右コネクタ部５４，
５４，…）と接続されたままケース蓋部材７０をケース本体部材６０に対して揺動開放さ
せることができるため、連結部１２５を切断した後にケース蓋部材７０を容易に揺動開閉
させることができ、ＲＯＭ５２の検査等の作業効率を向上させることができる。また、ケ
ース蓋部材７０の開閉時にコネクタ４６の着脱が行われないため、コネクタ４６の半差し
等の不具合を回避することができる。さらに、左右の逃げ部７２，７３がケース蓋部材７
０の左右側部において一端側から他端側へ直線状に延びて形成され、コネクタ用の逃げ穴
がケース蓋部材７０に形成されないことから、ケース蓋部材７０の剛性を高めることがで
き、ケース蓋部材７０の製造コストを低減させることができる。
【００７２】
　ところで、本体側係合部１１０および蓋側係合部１２０は、ケース本体部材６０および
ケース蓋部材７０の他端側にそれぞれ四つずつ設けられているが、本体側係合部１１０と
蓋側係合部１２０とを連結させてケース本体部材６０とケース蓋部材７０とを閉止状態で
結合保持するときには、本体側係合部１１０および蓋側係合部１２０のいずれか一組を接
続部材１５０により連結させる。
【００７３】
　このため、本体側係合部１１０と連結した蓋側係合部１２０のケース蓋部材７０との連
結部１２５が切断されても、他の組はまだ使用可能であり、上記のようにＲＯＭ５２の検
査が完了した後は、未使用のいずれか一組の本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とを
接続部材１５０により連結させる。このため、本実施形態における主基板アセンブリ５０
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の場合には、途中において三度の検査が可能である。
【００７４】
　未使用のいずれか一組の本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とを接続部材１５０に
より連結させるには、図２２に示すように、未使用のいずれか一つの接続部材１５０を本
体側係合部１１０から抜き出した後、図２１に示すように、この接続部材１５０をロック
方向に反転させ、ロック方向を向いた接続部材１５０の一端側を本体側係合部１１０に挿
入して係合させた状態で、ケース蓋部材７０を再びケース本体部材６０へ装着すればよい
。
【００７５】
　以上に説明した本実施形態による主基板アッセンブリ５０によれば、不正開放防止機構
１００によりケース本体部材６０とケース蓋部材７０とが閉止状態で結合保持されるため
、係合空間ＣＳ内にロック方向を向いて収容された接続部材１５０と本体側係合部１１０
および蓋側係合部１２０との係合を解除するのは非常に困難であり、主基板ケース５５（
主基板アッセンブリ５０）を開く時には連結部１２５を切断して蓋側係合部１２０とケー
ス蓋部材７０とを切り離す必要があることから、主基板ケース５５（主基板アッセンブリ
５０）の開放後にその切断痕跡が明確に残り、不正な開封を早期に発見することができる
とともに、不正行為を効果的に抑止できる。
【００７６】
　また、接続部材１５０が係合空間ＣＳ内にロック方向およびロック方向とは逆のアンロ
ック方向を向いて配設可能となっているため、本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０と
をロック状態（ケース蓋部材７０とケース本体部材６０とが結合保持された状態）もしく
はアンロック状態（ケース蓋部材７０がケース本体部材６０に着脱可能な状態）で選択的
に連結させることができる。
【００７７】
　なお、ＲＯＭ５２の検査等の際には連結部１２５を切断して主基板ケース５５を開放し
、この状態でＲＯＭ５２の検査が行われるが、ケース蓋部材７０の側部に形成された左右
の逃げ部７２，７３により、コネクタ４６が主制御基板５１（左コネクタ部５３，５３，
…および右コネクタ部５４，５４，…）と接続されたままケース蓋部材７０をケース本体
部材６０に対して揺動開放させることができるため、ＲＯＭ５２の検査等の作業効率を向
上させることができる。また、ケース蓋部材７０の開閉時にコネクタ４６の着脱が行われ
ないため、コネクタ４６の半差し等の不具合を回避することができる。さらに、左右の逃
げ部７２，７３がケース蓋部材７０の左右側部において一端側から他端側へ直線状に延び
て形成され、コネクタ用の逃げ穴がケース蓋部材７０に形成されないことから、ケース蓋
部材７０の剛性を高めることができ、ケース蓋部材７０の製造コストを低減させることが
できる。
【００７８】
　また、ケース本体部材６０およびケース蓋部材７０には複数の本体側係合部１１０およ
び蓋側係合部１２０が設けられているため、ＲＯＭ５２の検査完了後、まだ連結部１２５
が切断されていない組の本体側係合部１１０および蓋側係合部１２０に、アンロック方向
で挿入されていた接続部材１５０を抜き出し反転させて再びロック方向で挿入し、本体側
係合部１１０と蓋側係合部１２０とを連結させることで、ケース本体部材６０とケース蓋
部材７０とを再度閉止状態で結合保持することができる。
【００７９】
　さらに、ロック方向を向いた接続部材１５０の一端側が本体側係合補助部材１３０を介
して本体側係合部１１０と係合するとともに、他端側が蓋側係合補助部材１４０を介して
蓋側係合部１２０と係合するため、本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とを容易に連
結させることができ、ケース本体部材６０とケース蓋部材７０とを閉止状態で容易に結合
保持することができる。
【００８０】
　また、接続部材１５０の一端側が本体側係合空間ＣＳ１内に位置して本体側係合突起１



(16) JP 4366140 B2 2009.11.18

10

20

30

40

50

５１，１５１が本体側凹部１３２ａ，１３２ａと係合するとともに、接続部材１５０の他
端側が蓋側係合空間ＣＳ２内に位置して蓋側係合突起１５２，１５２が蓋側凹部１４２ａ
，１４２ａと係合するため、本体側係合部１１０と蓋側係合部１２０とをより容易に連結
させることができ、ケース本体部材６０とケース蓋部材７０とを閉止状態で容易に結合保
持することができる。
【００８１】
　さらに、接続部材１５０は直方体状に形成されており、接続部材１５０に合わせて形成
された係合空間ＣＳ内で回転することがないため、接続部材１５０がロック方向を向くと
きには、容易に本体側係合突起１５１，１５１と本体側凹部１３２ａ，１３２ａとを係合
させるとともに蓋側係合突起１５２，１５２と蓋側凹部１４２ａ，１４２ａとを係合させ
ることができ、接続部材１５０がアンロック方向を向くときには、容易に蓋側係合突起１
５２，１５２を非係合状態で本体側突起ガイド部１３３，１３３に（本体側係合空間ＣＳ
１内に）収容させるとともに本体側係合突起１５１，１５１を非係合状態で蓋側突起ガイ
ド部１４３，１４３に（蓋側係合空間ＣＳ２内に）収容させることができる。
【００８２】
　また、接続部材１５０の他端面に形成された方向識別マーク１５３により、係合空間Ｃ
Ｓ内における接続部材１５０の配設方向（ロック方向およびアンロック方向）の間違いを
防止することができ、さらに、接続部材１５０を介してロック状態にある本体側係合部１
１０および蓋側係合部１２０を認識することができる。
【００８３】
　さらに、本体側係合部１１０が別体の本体側収容部１１１と本体側係合補助部材１３０
とから構成され、蓋側係合部１２０が別体の蓋側収容部１２１と蓋側係合補助部材１４０
とから構成されるため、本体側係合部１１０および蓋側係合部１２０（すなわち、ケース
本体部材６０およびケース蓋部材７０）の複製がより難しくなり、不正行為の抑止が期待
できる。
【００８４】
　また、本体側収容部１１１および蓋側収容部１２１の材質が透明の樹脂材料であるのに
対し、本体側係合補助部材１３０および蓋側係合補助部材１４０の材質は本体側収容部１
１１および蓋側収容部１２１と異なる有色半透明の樹脂材料であるため、本体側収容部１
１１（および蓋側収容部１２１）に正規の本体側係合補助部材１３０（および蓋側係合補
助部材１４０）が固設されているか否か、すなわちケース本体部材６０（およびケース蓋
部材７０）が複製品であるか否かを容易に判別することができる。
【００８５】
　さらに、主基板ケース５５（ケース本体部材６０およびケース蓋部材７０）の材料とし
てＡＢＳ樹脂を使用することにより、連結部１２５に対する切断操作を行うと、ＡＢＳ樹
脂の成分であるブタジエンがゴム性を有して伸び、部材が割れずに白化しやすいため、そ
の切断痕跡が明確に残りやすいという効果が得られる。また、主基板ケース５５を無理に
こじ開けようとしても、同様に部材が白化して（こじ開けた）痕跡が明確に残りやすいと
いう効果が得られる。
【００８６】
　なお、上述の実施形態において、接続部材１５０における長方形断面の短辺を形成して
対向する２面に本体側係合突起１５１，１５１が形成されるとともに、接続部材１５０に
おける長方形断面の長辺を形成して対向する２面に蓋側係合突起１５２，１５２が形成さ
れているが、これに限られるものではなく、接続部材１５０における長方形断面の長辺を
形成して対向する２面に本体側係合突起１５１，１５１が形成されるとともに、接続部材
１５０における長方形断面の短辺を形成して対向する２面に蓋側係合突起１５２，１５２
が形成されてもよい。なおこのとき、本体側凹部および蓋側凹部、そして本体側突起ガイ
ド部および蓋側突起ガイド部の形成位置も逆になる。
【００８７】
　また、上述の実施形態において、接続部材１５０が断面長方形の直方体状に成形されて
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いるが、これに限られるものではなく、例えば、断面正方形の直方体や立方体状に形成さ
れてもよく、さらには円柱状に成形されてもよい。
【００８８】
　さらに、上述の実施形態において、ケース本体部材６０およびケース蓋部材７０に本体
側係合部１１０および蓋側係合部１２０（接続部材１５０等も含む）が四組設けられてい
るが、これに限られるものではなく、一組だけ設けられてもよく、さらに四組以外の複数
組設けられてもよい。また、上述の実施形態において、本体側係合部１１０と蓋側係合部
１２０とが一度に一組だけ連結されているが、これに限られるものではなく、一度に複数
組連結させてもよい。
【００８９】
　また、上述の実施形態において、主基板アッセンブリ５０に構成される主基板ケース５
５に本発明にかかる基板ケースが用いられているが、これに限られるものではなく、例え
ば、電源基板アッセンブリ４０に構成される基板ケースとして本発明にかかる基板ケース
を用いてもよく、また例えば、画像制御基板アッセンブリ１８に構成される基板ケースと
して本発明にかかる基板ケースを用いてもよい。
【００９０】
　さらに、上述の実施形態において、主基板ケース５５および不正開放防止機構１００を
備えた主基板アッセンブリ５０がパチンコ機ＰＭに設けられているが、これに限られるも
のではなく、例えば、スロットマシンや雀球遊技機等の遊技機に設けられてもよい。そこ
で、本発明にかかる基板ケース（主基板アッセンブリ）を備えたスロットマシンの全体構
成について図２３を参照しながら概要説明する。ここで、図２３はスロットマシンの前面
扉を取り外した状態を示す正面図である。
【００９１】
　このスロットマシン２００は、前面側に開口を有する箱状の筐体２０２と、この開口を
開閉自在に覆って取り付けられる前面扉２０３とから構成される略直方体状のキャビネッ
トケース２０１内に遊技構成装置を配設して構成される。前面扉２０３は、筐体２０２お
よび前面扉２０３の左側縁に跨って配設された上下のヒンジ機構（図示せず）により横開
き開閉可能に取り付けられ、常には右側縁に設けられた施錠装置２０４を利用して筐体２
０２に閉鎖施錠された状態で保持される。
【００９２】
　筐体２０２の内部には、円筒外周面に沿って多種の図柄が設けられた三つのリール２２
１，２２１，２２１が遊技構成装置として回転可能に配設される。さらに、筐体２０２の
内部には、三つのリール２２１，２２１，２２１を回転・停止駆動させるリールユニット
２２２、遊技メダルの払出を行うメダル払出装置（ホッパとも称される）２２３、スロッ
トマシン２００の作動を統括的に制御する主基板アッセンブリ２５０、リールユニット２
２２やメダル払出装置２２３、主制御基板アッセンブリ２５０等の構成機器に電力を供給
する電源装置２２４などが取り付けられ、これらが一部を図示省略するワイヤーハーネス
２２５で接続されている。
【００９３】
　一方、前面扉２０３には、メダル投入口（図示せず）、スタートレバー２３２および停
止ボタン２３３等や、左右の上部スピーカ２３４，２３４および下部スピーカ２３５等が
取り付けられ、図示しないワイヤーハーネスで筐体２０２側の主基板アッセンブリ２５０
や電源装置２２４等と接続されている。また前面扉２０３の中間部には、三つのリール２
２１，２２１，２２１と位置整合して透視窓２３７が配設されており、三つのリールの所
定範囲を機体正面に臨ませている。さらに前面扉２０３の中央下部には、前面扉２０３に
設けられたメダル通路２３８と位置整合してメダル払出口（図示せず）が設けられるとと
もに、その下部に受け皿（図示せず）が配設されており、メダルセレクタ２３９から返却
される返却メダルや、メダル払出装置２２３から払い出された遊技メダルがメダル払出口
を通過して受け皿で受け止められ貯留されるように構成されている。
【００９４】
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　このように構成されたスロットマシン２００では、遊技者がメダル投入口より遊技メダ
ルを投入し、スタートレバー２３２を操作すると、三つのリール２２１，２２１，２２１
が回転起動する。遊技者は回転している三つのリール２２１，２２１，２２１を任意に選
択し、所望の順序及びタイミングで停止ボタン２３３を操作して、三つのリール２２１，
２２１，２２１を停止させる。
【００９５】
　回転していた三つのリール２２１，２２１，２２１が全て停止すると、入賞図柄の判定
、すなわち当たりかはずれかの判定が行われ、図柄の組み合わせが予め定められた入賞図
柄の組み合わせに該当するときには、メダル払出装置２２３より所定枚数の遊技メダルが
払い出される。なお、このとき上部スピーカ２３４，２３４および下部スピーカ２３５よ
り効果音が発生する。
【００９６】
　このように本スロットマシン２００で遊技を行う遊技者は、表示された図柄が予め定め
られた組み合わせに該当しなかったとき（はずれのとき）には投入した遊技メダルを失う
が、表示された図柄が予め定められた組み合わせに該当したとき（当たりのとき）には投
入した枚数以上の遊技メダルを獲得し得ることとなり、遊技メダルを増やすという興趣を
楽しむことができる。
【００９７】
　以上のように概要構成されるスロットマシン２００において、主基板アッセンブリ２５
０に構成される主基板ケースとして本発明にかかる基板ケース（例えば、上述の実施形態
における主基板ケース５５）を用いれば、上述の実施形態と同様の効果を得ることができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００９８】
【図１】本発明に係る基板ケースを備えた遊技機の一例として示すパチンコ機の正面図で
ある。
【図２】上記パチンコ機の裏面側を示す背面図である。
【図３】主基板アッセンブリの斜視図である。
【図４】ケース蓋部材がケース本体部材に対して開いた状態を示す斜視図である。
【図５】主基板アッセンブリの側断面図である。
【図６】主基板アッセンブリの分解正面図である。
【図７】（ａ）は係止アームが係止突起に係止した状態を示す拡大側断面図であり、（ｂ
）は係止アームが係止突起に係止した状態を示す拡大図である。
【図８】（ａ）は係止アームが係止突起に係止する前の状態を示す拡大側断面図であり、
（ｂ）は係止アームが係止突起に係止する前の状態を示す拡大図である。
【図９】不正開放防止機構に構成される本体側係合部の分解斜視図である。
【図１０】不正開放防止機構に構成される蓋側係合部の分解斜視図である。
【図１１】本体側係合部の平面図である。
【図１２】蓋側係合部の底面図である。
【図１３】不正開放防止機構に構成される接続部材の斜視図である。
【図１４】図１３中の接続部材を反対側から見た斜視図である。
【図１５】（ａ）は接続部材の長方形断面における長辺方向から見た側面図であり、（ｂ
）は図１５（ａ）中の矢印XV－XVに沿った平断面図である。
【図１６】（ａ）は接続部材の長方形断面における短辺方向から見た側面図であり、（ｂ
）は図１６（ａ）中の矢印XVI－XVIに沿った平断面図である。
【図１７】閉止状態の主基板アッセンブリの側断面図である。
【図１８】（ａ）は接続部材がロック方向を向いて本体側係合部と蓋側係合部とが連結し
た状態を示す側断面図であり、（ｂ）は接続部材がアンロック方向を向いて本体側係合部
と蓋側係合部とが連結した状態を示す側断面図である。
【図１９】開放状態の主基板アッセンブリの側断面図である。
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【図２０】開放状態の主基板アッセンブリの拡大側面図（断面図）である。
【図２１】ロック方向を向いた接続部材が本体側係合部に挿入される状態を示す斜視図で
ある。
【図２２】アンロック方向を向いた接続部材が本体側係合部から抜き出された状態を示す
斜視図である。
【図２３】スロットマシンの前面扉を取り外した状態を示す正面図である。
【符号の説明】
【００９９】
　Ｌ　レバー
　ＰＡ　遊技領域
　ＰＭ　パチンコ機
　ＣＳ　係合空間
　ＣＳ１　本体側係合空間
　ＣＳ２　蓋側係合空間
　ＨＳ１　本体側収容空間
　ＨＳ２　蓋側収容空間
　　１　外枠
　　２　前枠
　　３ａ，３ｂ　ヒンジ部材
　　４　施錠装置
　　５　ガラス扉
　　６　球皿
　　７ａ，７ｂ，７ｃ　ヒンジ機構
　　８　操作ハンドル
　１０　遊技盤
　１８　画像制御基板アッセンブリ
　３０　裏セット盤
　３１　球貯留タンク
　３２　タンクレール
　３３　整列待機通路
　３４　賞球カセット
　３５　賞球排出通路
　４０　電源基板アッセンブリ
　４５　ワイヤーハーネス
　４６　コネクタ
　５０　主基板アッセンブリ
　５１　主制御基板（５１ａ　基板取付孔）
　５２　ＲＯＭ
　５３　左コネクタ部
　５４　右コネクタ部
　５５　主基板ケース
　６０　ケース本体部材
　６１　補強リブ
　６２　基板取付部
　６３　ヒンジ軸
　６４　係止アーム
　６５　内側ガードリブ
　６６　縁部当接部
　７０　ケース蓋部材
　７１　ヒンジアーム
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　７２　左逃げ部
　７３　右逃げ部
　７４　係止突起
　７５　外側ガードリブ
　８０　ヒンジ機構
１００　不正開放防止機構
１１０　本体側係合部
１１１　本体側収容部
１１２　本体側取付ガイド溝
１１３　本体側連結ガイドリブ
１１４　本体側リブ係合部
１２０　蓋側係合部
１２１　蓋側収容部
１２２　蓋側取付ガイド溝
１２３　蓋側連結ガイドリブ
１２４　蓋側リブ係合部
１２５　連結部
１３０　本体側係合補助部材
１３１　本体側取付ガイド部
１３２　本体側穴部（１３２ａ　本体側凹部）
１３３　本体側突起ガイド部
１４０　蓋側係合補助部材
１４１　蓋側取付ガイド部
１４２　蓋側穴部（１４２ａ　蓋側凹部）
１４３　蓋側突起ガイド部
１５０　接続部材
１５１　本体側係合突起
１５２　蓋側係合突起
１５３　方向識別マーク
２００　スロットマシン
２０１　キャビネットケース
２０２　筐体
２０３　前面扉
２０４　施錠装置
２２１　リール
２２２　リールユニット
２２３　メダル払出装置
２２４　電源装置
２２５　ワイヤーハーネス
２３２　スタートレバー
２３３　停止ボタン
２３４　上部スピーカ
２３５　下部スピーカ
２３７　透視窓
２３８　メダル通路
２３９　メダルセレクタ
２５０　主基板アッセンブリ
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